
 
 

様式第十三（第４条関係） 

 

新事業活動に関する確認の求めに対する回答の内容の公表 

 

 

 

１．確認の求めを行った年月日 

令和７年３月11日 

 

２．回答を行った年月日 

令和７年４月７日 

 

３．新事業活動に係る事業の概要 

在宅医療を行っている医療機関に対して、医療費の請求書、領収証、診療明細書の交付を、

クラウドを用いたWebサービスにて提供することを検討している。 

 

４．確認の求めの内容 

「３．新事業活動に係る事業の概要」に記載のサービス実施に当たり、当該サービスが保険

医療機関及び保険医療養担当規則（昭和32年厚生省令第15号）第５条の２において規定されて

いる、領収証及び明細書を無償で交付することに該当すること等について確認の求めがあった。 

 

５．確認の求めに対する回答の内容 

保険医療機関及び保険医療養担当規則第５条の２において、領収証及び明細書を無償で交付

することと定めているが、患者の同意のもと電磁的方法により領収証を交付することも可能で

ある。 

ただし、郵送を希望した患者に対して、切手代相当額を請求することはできない。 

 

（記載要領） 

「３．新事業活動に係る事業の概要」、「４．確認の求めの内容」及び「５．確認の求めに対

する回答の内容」中、事業者の事業上の秘密に該当する部分については、これを公表の対象と

して記載しない。 

 


